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研究成果の概要（和文）：　本研究では、エネルギー革命の進展について、石炭危機と石油危機の二つの主要な
危機に着目し、それらの危機に独仏を中心としたEC諸国はどう対応したのかを、欧州統合の深化と拡大の過程と
関連させながら分析を行った。具体的な研究成果としては、1960年代には独仏でエネルギー革命が進展し、中で
も原子力は次の主役を担うことが期待されていたことが明らかになった。また、ECのエネルギー政策は誕生しな
かったものの、独仏を中心としたエネルギー政策の協力関係の議論が開始され、共通政策の実現とは別の形での
「ヨーロッパ統合」がエネルギーの分野では進展していったと考えられる。

研究成果の概要（英文）：  In this research, we analyzed the progress of the energy revolution by 
focusing on two major crises, the coal crisis and the oil crisis. We examined how EC countries such 
as Germany and France responded to these crises in relation to the process of deepening and 
expanding European integration. 
  As concrete research results, it became clear that the energy revolution progressed in Germany and
 France in the 1960s, and nuclear power was expected to play the next leading role. In addition, 
although the EC's energy policy was not born, discussions on the cooperative relationship of energy 
policy between Germany and France have started. It is thought that the integration of energy policy 
has progressed in a different way from other common policies.

研究分野： ドイツ経済史、ヨーロッパ統合史

キーワード： エネルギー革命と原子力　独仏エネルギー協議　ヨーロピアン・オプション　石炭危機　米欧関係　石
油危機　ヨーロッパ統合

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義としては、ヨーロッパ統合におけるエネルギー政策の捉え方に転換をもたらしたことがあ
げられる。これまでエネルギー政策はヨーロッパ統合史研究において、主要なテーマではなかったが、実際は
1960年代から1970年代にかけて、共通のエネルギー政策は存在せずとも、EC内でのエネルギー協調体制は存在し
ており、そうした協調体制が各国のエネルギー政策に一定の影響力を有していることを部分的にだが確認するこ
とができた。また、エネルギー革命の石炭から石油というこれまでの理解に対して、原子力の重要性を指摘する
こともできた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）近年のヨーロッパ戦後史研究では、欧州統合史研究がその中心を占めつつある。これは

2010年代に入ってユーロ危機や英国EU離脱が問題となる中で、欧州統合のこれまでの歩みを

再検討しようとする動きが強まっているためである。しかしながら、既存の欧州統合史研究で

は、政治史・外交史研究が中心を占めており、経済史研究の蓄積は少なかった。エネルギー革

命が進展した1950年代から1970年代を対象とした研究に限定してみても、共通農業政策

（CAP）や関税同盟についての研究はあったものの、エネルギー革命に焦点を当てた研究は見

受けられない。そのため、欧州統合史を経済史研究の視点から再検討し、かつエネルギー問題

に着目することは、先行研究では語られていなかった部分に光を当てることになる。 

（２）また、従来の研究では、エネルギー革命を石炭から石油への単線的な移行としてのみ認

識されており、エネルギー危機や原子力産業の勃興といった同時期に進展した事態と広く関連

付けて分析する視角を欠いていた。このため、エネルギーの転換という経済基礎構造の変革が

欧州統合にどう結びついたのかは明らかにされてこなかったともいえる。この点も検討の余地

は大きい。 

 
２．研究の目的 
本研究は、以上のような背景をもとに、以下の三点を主要な目的として設定した。 

（１）石炭危機の推移の解明：ヨーロッパのエネルギー革命の進展は、まずは石炭危機という

形で表面化した。石油の流入によって、石炭消費が圧迫され、西ドイツやベルギーなどの炭鉱

を多く抱える国の石炭産業は経営危機に陥ったのである。各国はこの危機に対して、国内炭保

護政策や欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）の補助金を利用して対応に当たった。例えば、西ドイ

ツでは石油関税を掛けつつ、解雇された炭鉱労働者への補償金の一部を共同体財源で賄った。

最終的には、事実上の国策会社であるルール石炭株式会社（RAG）を設立させ、国家主導によ

る石炭危機克服を試みた。他のECSC諸国も西ドイツとは程度が異なるものの、石炭危機が生

じており、その対応に迫られた。以上の石炭危機への対応は、各国とも国家主導という特徴を

強くもったがゆえに、結果として各国の政策を収斂させる効果をもたらした。さらに、そこに

共同体政策も一定程度関与していた。以上の内実を明らかにすることが、第一の目的である。 

（２）石炭から石油・原子力への移行：当該時期のエネルギー革命は、通常石炭から石油への

単線的転換で語られることが多いが、実際は「もう一つのエネルギー革命」が進展していた。

それが原子力発電の実用化である。1960年代は、核兵器の拡散が問題となったが、核の平和利

用である原子力発電の実用化が進んだ時期でもあった。西ヨーロッパでも、1958年に欧州原子

力共同体（EURATOM）が欧州経済共同体（EEC）とともに発足するなど、既に核の平和利

用が進められていた。西ドイツでは1970年代に発電シェアの約10%を原子力が占めるようにな

ることを考えると、エネルギー革命の進展を原子力をも含めた多様な展開と捉え直すことが必

要である。 

（３）エネルギー革命の進展と欧州統合の深化と拡大：以上のエネルギー革命が進展する中

で、ECSC・EEC・EURATOMは、ECへと組織再編され、意志決定の迅速化が図られた。ま

たECは、1973年には新規加盟国を迎え入れ、初の拡大も実現した。これまでの研究は以上の

成功を、関税同盟やCAPの成功の延長線上に捉えることが多かったが、本研究は「エネルギー

革命（危機）への対応の中で統合が深化した」という仮説のもとに進めていく。加えて、当該

時期のアメリカの経済力の相対的低下や、フランスの独自路線、国際通貨制度の転換などの論



点はエネルギー革命との関連ではどのような影響を有したのか。これらを総合的に把握するこ

とを目的としている。 

 
３．研究の方法 
（１）本研究では、上記の目的を達成するために、エネルギー革命の進展について、石炭危機

と石油危機という二つの主要な危機に着目し、それらの危機に独仏を中心としたEC諸国はどう

対応したのかを、欧州統合の深化と拡大の過程と関連させながら分析する。そのため、対象と

なる時期を二期間に分け、分析を行った。時期区分は以下の通りである。①石炭危機の発生と

エネルギー革命の静かなる進展（1958-65年）と②エネルギー革命の加速と石油危機の発生

（1966-75年）である。 

（２）本研究は、研究代表者と研究分担者（3名）と研究協力者（2名）の合計６名から構成さ

れるグループ研究として開始した。メンバーはそれぞれ主要対象国を設定し、前述の時期区分

に従い、当該時期の分析を行っていくことになった。なお、研究年度一年目は①の時期を分析

し、二年目は②の時期を分析することとした。 

（３）研究メンバーの役割分担は、以下の通りであった。1. 西ドイツ・ECとエネルギー革

命：中屋宏隆（研究代表者、全体の取りまとめも担当）2. フランス・ECとエネルギー革命：

黒田友哉（研究分担者）3. 英国EC加盟とエネルギー問題：奥和義（研究分担者）4. アメリカ

の欧州政策：河崎信樹（研究分担者）5. 資源多国籍企業：菅原歩（研究協力者）6. 日本ECエ

ネルギー革命比較：小堀聡（研究協力者） 

（４）以上の研究体制のもと、研究年度一年目と二年目には、国外の文書館で史料収集とその

分析を重点的に行った。具体的には、ドイツ・フランス・英国・イタリア・アメリカにある関

連文書館を中心に訪問した。また、現地で研究者などと面会し、最新の研究動向の把握にも努

めた。 

（５）こうした分析作業と並行して、2020年度に開催予定であった国際学会である第二回世界

経営史会議へのグループでの研究発表準備も一年目より開始した。そのため、協力が得られる

海外の研究者や実務家とも連絡を取りながら準備を進めた。 

（６）しかし、2020年初頭より世界的に新型コロナウイルスの拡大が始まってしまい、当初の

研究計画やその方法の変更を迫られることになった。具体的には，上記の国際学会の開催が一

年間の延期となり、その調整にも時間が取られた。その他、予定していた国外での史料収集も

研究年度二年目後半からは断念せざるを得なかった。そのため、研究年度開始からの約一年半

の間で収集した史料や国内で入手可能な文献資料などを用いて、研究の進展に努めた。 
 
４．研究成果 

（１）ここからは、具体的な研究成果を述べていく。研究代表者に関しては、主に論文業績を

中心に述べると、以下の四点となる。①石炭危機前夜での西ドイツ石炭産業のカルテルの状況

についてである。ドイツでは伝統的に石炭産業のカルテル組織が強かった。これがヨーロッパ

統合の開始とともに、競争制限と見なされ、共同体内での主要議題となった。このカルテルを

めぐる問題について、西ドイツの石炭危機が開始する時期の前後を検討し、石炭危機の前提状

況を明らかにした。②次に1960年代の西ドイツでエネルギー革命がどのように進展したのかに

ついて検討した。特に電力業界への影響について史料をもとに分析した。また同時期に開始さ

れた独仏エネルギー協議についても、分析をおこなった。その結果、電力業界へのエネルギー

革命の影響は軽微であることが明らかになった。③三点目は、1960年代の西ドイツ電力業に焦

点を当てて分析を行った。エネルギー革命が進展する中で、当然電力業界もその影響を受けた



のであるが、一方で大きな業界の秩序再編に繋がったかというとそうではなく、伝統的な地域

分散型の電力体制が西ドイツでは維持された。そのことは、今日のドイツの電力体制の特色に

もなっており、その点の連続性についても今後分析を進める必要がある。④最後に石油危機の

時代の西ドイツのエネルギー政策の転換について分析を試みた。この分析で明らかになったの

は、これまで西ドイツの石油危機への対応は受動的な側面が強調されることが多かったが、実

際は能動的な側面も強かった点である。 

（２）以上の成果に見るように、当初の目的であった石炭危機やエネルギー革命の進展と原子

力の関係については、一定程度明らかにすることができた。また、こうした論文業績の発表だ

けに留まらず、国際学会でのグループセッションを二度組織して発表するなど、研究成果の国

際的な発信にも努めた。また研究メンバーで構成されている国際資源問題研究会も定期的に開

催し、メンバーで研究成果を共有するとともに進捗状況の確認も行った。この他にも、研究会

では海外の研究者をゲストスピーカーとして招聘するなど、研究会の国際化も図った。 

（３）研究分担者の成果についても、個別に述べておく。研究分担者の黒田は、フランスによ

るヨーロッパ統合推進政策について、原子力を中心にエネルギー政策の検討を行った。これに

より、フランスは第一次石油危機以前から過度なエネルギ―対外依存を懸念し、原子力政策へ

のシフトを開始していたという点を確認できた。ただし、ヨーロッパ統合の深化と拡大におい

てのエネルギー政策の位置付けについては、部分的な検討に留まった。この点については、今

後も検討が必要である。具体的な研究業績としては、一冊の研究書（単著）を刊行し、二冊の

概説書（共著）も刊行した。また英語論文も二点、日本語論文も一点公表した。それらを通じ

て、研究成果の社会への還元にも努めた。 

（４）研究分担者の奥は、英国の EC 加盟のプロセスとその原子力開発政策を中心に検討を行

った。英国の原子力開発政策の歴史は、第二次世界大戦期にさかのぼることができ、とくに英

米の緊密な協力の下に遂行された。ところが、大戦後における英国の政権交代、ヨーロッパに

おける英仏の対立、アメリカの原子力開発政策の展開過程で、英米の蜜月状態がしだいに崩

れ、原子力開発も独自に行っていった。その過程で日本の政治背景も関係して英国製原発が日

本に輸出された。英国の原発輸出はその後伸びなかったものの、エネルギー革命の進展と原子

力開発は密接に結びついていった。これらの分析結果については、2021 年に国際学会報告を行

い、そこでの議論を追加して 2022 年度中に和文か欧文で研究論文を刊行する。さらに 2022 年

秋に教科書を共著として刊行する予定である。 

（５）研究分担者の河崎は、アメリカによるヨーロッパ統合推進政策を中心に検討を行った。

マーシャルプラン以降、原則としてアメリカはヨーロッパ統合を推進する姿勢を崩さず、それ

は資源問題に関しても同じである点を確認できた。ただしエネルギー革命が進展するに従い、

原子力政策をめぐっては米欧間の対立も生じるようになっていく。この点については、更なる

検討が必要とされよう。また二冊の教科書を共著として刊行することを通じて、研究成果の社

会への還元にも努めた。 

（６）以上、研究分担者による研究成果も実り多いものであった。しかし、研究グループ全体

としては、1950年から1960年代に焦点を当てた研究が多くなり、研究の目的の一つとしていた

ヨーロッパ統合とエネルギーをめぐる問題については、更なる検討・分析が必要となる。この

点については、引き続き国際資源問題研究会を継続開催する中で、研究を進めていきたい。 
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